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横浜市国民健康保険条例施行規則（昭和36年３月横浜市規則第10号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

（国民健康保険事務の委任） （国民健康保険事務の委任） 

第２条 次の各号に掲げる事務は、区長に委任する。 第２条 次の各号に掲げる事務は、区長に委任する。 

(1) 被保険者の資格の得喪並びに国民健康保険被保

険者証、国民健康保険高齢受給者証、国民健康保

険被保険者資格証明書、特定同一世帯所属者証明

書、国民健康保険食事療養（生活療養）標準負担

額減額認定証、国民健康保険特定疾病療養受療証、

国民健康保険限度額適用認定証及び国民健康保険

限度額適用・標準負担額減額認定証に関すること。 

(1) 被保険者の資格の得喪並びに国民健康保険資格

確認書、資格情報通知書（国民健康保険法施行規

則（昭和33年厚生省令第53号）第７条の３第１項

に規定する資格情報通知書をいう。）、特定同一

世帯所属者証明書、国民健康保険食事療養（生活

療養）標準負担額減額認定証、国民健康保険特定

疾病療養受療証、国民健康保険限度額適用認定証

及び国民健康保険限度額適用・標準負担額減額認

定証に関すること。 

（第２号から第６号まで、第２項及び第３項省

略） 
（第２号から第６号まで、第２項及び第３項省

略） 

（被保険者証及び資格証明書の更新又は検認） （資格確認書の更新又は検認） 

第３条 区長は、国民健康保険被保険者証（以下「被

保険者証」という。）及び国民健康保険被保険者資

格証明書（以下「資格証明書」という。）を更新し、

又はこれらの検認を実施しようとするときは、あら

かじめその期日その他必要な事項を公告しなければ

ならない。 

第３条 区長は国民健康保険資格確認書（以下「資格

確認書」という。）を更新し、又はこれらの検認を

実施しようとするときは、あらかじめその期日その

他必要な事項を公告しなければならない。 

（受療証） （受療証） 

第４条 区長は、被保険者が次の各号のいずれかに該

当することにより、療養の給付、法第36条第２項各

号に規定する療養又は法第54条の２第１項に規定す

る指定訪問看護（以下「療養の給付等」という。）

を受ける際、保険医療機関若しくは保険薬局又は訪

問看護ステーション（以下「保険医療機関等」とい

う。）に被保険者証を提出できないときは、被保険

者の属する世帯の世帯主（以下「世帯主」という。）

の申請により一定の期間を限って国民健康保険被保

険者受療証を交付することができる。 

第４条 区長は、被保険者が次の各号のいずれかに該

当することにより、療養の給付、法第36条第２項各

号に規定する療養又は法第54条の２第１項に規定す

る指定訪問看護（以下「療養の給付等」という。）

を受ける際、保険医療機関若しくは保険薬局又は訪

問看護ステーション（以下「保険医療機関等」とい

う。）において電子資格確認（法第36条第３項に規

定する電子資格確認をいう。以下同じ。）を受ける

ことができない状況にあるとき又は資格確認書を提

出できないときは、被保険者の属する世帯の世帯主

（以下「世帯主」という。）の申請により一定の期

間を限って国民健康保険被保険者受療証を交付する

ことができる。 
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(1) 被保険者証の交付を申請中で、いまだその交付

を受けていないとき、又は被保険者証の再交付を

申請中で、いまだその再交付を受けていないとき。 

(1) 資格確認書の交付を申請中で、いまだその交付

を受けていないとき、又は資格確認書の再交付を

申請中で、いまだその再交付を受けていないとき。 

(2) 被保険者証の記載事項訂正のため、又は被保険

者証の更新若しくは検認のため被保険者証を区長

に提出中であるとき。 

(2) 資格確認書の記載事項訂正のため、又は資格確

認書の更新若しくは検認のため資格確認書を区長

に提出中であるとき。 

   （第３号及び第２項省略）    （第３号及び第２項省略） 

（被保険者証及び資格証明書の無効） （資格確認書の無効） 

第５条 被保険者証及び資格証明書は、次の各号のい

ずれかに該当する場合は、無効とする。 
第５条 資格確認書は、次の各号のいずれかに該当す

る場合は、無効とする。 

   （第１号省略）    （第１号省略） 

(2) 被保険者証及び資格証明書が亡失したとき。 (2) 資格確認書が亡失したとき。 

(3) 被保険者証及び資格証明書の更新または検認を

受けなかったとき。 
(3) 資格確認書の更新又は検認を受けなかったと

き。 

(4) 被保険者証及び資格証明書の有効期限を経過し

たとき。 
(4) 資格確認書の有効期限を経過したとき。 

（８月１日から９月30日までの間に支払われる老齢

等年金給付からの特別徴収額） 
（８月１日から９月30日までの間に支払われる老齢

等年金給付からの特別徴収額） 

第11条の５ 区長は、国民健康保険法施行規則（昭和3
3年厚生省令第53号）第32条の30第２項の規定に基づ

き、準用介護保険法第140条第１項に規定する被保険

者である世帯主について、当該年度の初日の属する

年の８月１日から９月30日までの間において同項に

規定する老齢等年金給付が支払われるときは、当該

年度の保険料額から当該年の４月１日から７月31日
までの間に特別徴収の方法により徴収する保険料額

の合算額を控除して得た額を、当該年の８月１日か

ら翌年３月31日までの間における当該老齢等年金給

付の支払の回数で除して得た額(以下「８月の徴収変

更検討額」という。)を、特別徴収の方法により徴収

するものとする。この場合において、８月の徴収変

更検討額に100円未満の端数があるとき、又はその全

てが100円未満であるときは、その端数金額又はその

金額に、当該年の８月１日から翌年３月31日までの

間における当該老齢等年金給付の支払の回数から１

を減じた数を乗じて得た額を８月の徴収変更検討額

に合算した額を特別徴収の方法により徴収するもの

第11条の５ 区長は、国民健康保険法施行規則第32条
の30第２項の規定に基づき、準用介護保険法第140
条第１項に規定する被保険者である世帯主について、

当該年度の初日の属する年の８月１日から９月30日
までの間において同項に規定する老齢等年金給付が

支払われるときは、当該年度の保険料額から当該年の

４月１日から７月31日までの間に特別徴収の方法に

より徴収する保険料額の合算額を控除して得た額を、

当該年の８月１日から翌年３月31日までの間におけ

る当該老齢等年金給付の支払の回数で除して得た額

(以下「８月の徴収変更検討額」という。)を、特別徴

収の方法により徴収するものとする。この場合におい

て、８月の徴収変更検討額に100円未満の端数がある

とき、又はその全てが100円未満であるときは、その

端数金額又はその金額に、当該年の８月１日から翌年

３月31日までの間における当該老齢等年金給付の支

払の回数から１を減じた数を乗じて得た額を８月の

徴収変更検討額に合算した額を特別徴収の方法によ

り徴収するものとする。 
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とする。 

   （第２項省略）    （第２項省略） 

別表 別表 

 【別記 参照】  【別記 参照】 
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【別記】 

現行 

様式番号 名称 条項 

   （１の項及び２の項省略） 

３ 国民健康保険被保険者証 （省略） 

３の２ 国民健康保険被保険者証兼高齢受給者証 同上 

   （４の項省略） 

５ 国民健康保険被保険者資格証明書 法施行規則第６条第２項 

６ 国民健康保険被保険者証等各種証明書再交付申請書 法施行規則第７条第１項（第７条の３において

準用する場合を含む。）、第７条の４第４項、

第26条の３第５項（第26条の６の４第４項、第

27条の14の２第６項及び第27条の14の４第４

項において準用する場合を含む。）、第27条の

13第８項 

   （７の項から10の項まで省略） 

11 削除  

   （12の項から68の項まで省略） 

改正後（案） 

様式番号 名称 条項 

   （１の項及び２の項省略） 

３ 国民健康保険資格確認書 （省略） 

   （４の項省略） 
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５ 削除  

６ 国民健康保険各種証明書再交付申請書 法施行規則第７条第１項、第７条の３の２第１

項、第７条の４第４項、第26条の３第５項（第

26条の６の４第４項、第27条の14の２第５項

及び第27条の14の４第４項において準用する

場合を含む。）、第27条の13第８項 

   （７の項から10の項まで省略） 

11 国民健康保険資格確認書（特別療養費の対象者用） 法施行規則第27条の５の２第４項 

   （12の項から68の項まで省略） 

 
































































































